
１．概説

⑴　国庫収支とは

　国は，外交，防衛，教育・科学の振興，公共施
設整備等の施策の実施に必要な支出及びその財源
の調達，財政投融資など様々な財政活動を行って
いるが，こうした財政活動の主体としてとらえた
国のことを「国庫」と呼び，国庫に属する現金を
「国庫金」と呼ぶ（なお，法律に基づいて業務上
の現金を国庫に預託している沖縄振興開発金融公
庫の預託金も国庫金に含む。）。
　国庫金は日銀に預けられており，これを「政府
預金」と呼ぶ。
　国庫金の受払い，すなわち国庫収支は，政府預
金の増減を伴わない国庫内振替収支と，政府預金
の増減を伴う国庫対民間収支と国庫対日銀収支に
区分され，更に，通貨量の増減を伴わない国庫対
日銀収支と，通貨量の増減に影響を与える国庫対
民間収支に区分される。
イ．国庫対民間収支
　�　国庫と民間との受払いを整理したもので，独
立行政法人や地方公共団体が含まれる。

ロ．国庫対日銀収支
　�　国庫と日銀との受払いを整理したもので，日
銀が保有する国債に係る償還元利金の支払や日
銀が国庫に納める法人税や納付金などがこれに
あたる。

ハ．国庫内振替収支
　�　国庫の内部での各会計相互間の受払いを整理
したもので，例えば，一般会計から特別会計へ
の繰入れなどがこれにあたる。

　�　国庫収支と政府預金増減，通貨量増減との関
係を図示すると次のとおりである。

⑵　財政資金対民間収支とは

　財政資金対民間収支とは通貨量の増減をもたら
す国庫対民間収支に，
イ．代理店預け金，国庫送金等調整
　�　実際の民間との資金受払いにおいて，国庫対
民間収支に計上されるまでの間に生ずる時間的
ズレ（代理店預け金，国庫送金，別口預金）を
調整し，

ロ．政府関係機関調整
　�　国庫に業務上の現金を預託していないが，実
質的には政府部門とみなされ，その資金の性格
も国庫金に準ずる性格を有する機関（株式会社
日本政策金融公庫，国際協力銀行）における資
金の受払（日銀当座預金残高の増減）を加える
ことにより，財政活動に伴う通貨量の増減を的
確に表すようにしたものである。

　財政資金対民間収支は，国の財政活動による民
間との収支を全て網羅し，しかも，通貨量増減と
の関係が明瞭になるように作られており，この意
味で財政資金対民間収支は，すぐれて金融的な統
計としての性格を持っている。
　国庫収支と財政資金対民間収支の関係を図示す
ると次のとおりである。

国
庫
収
支

国 庫 内 振 替
収 支

現 金 収 支 ＝
政府預金増減

国 庫 対 日 銀 収 支

国 庫 対 民 間 収 支
財 政 資 金

対
民 間 収 支

調
整
項
目

代 理 店 預 け 金

国庫送金等調整

政府関係機関調整

　なお，各年度予算の歳入と歳出は均衡している
が，租税の収納や交付金の支払等の時期は様々で
あり，日々の収支は均衡しない。この収支のタイ
ミングのズレを調整して予算の適切な執行を保障
するのが国庫の資金繰りであり，財務省は各省庁
及び日銀等から情報を集め，日々国庫の収支状況
を把握し，政府短期証券（財務省証券）の発行・
償還等によって資金繰りを行っている。

平成30年度　財政資金対民間収支の実績

政府預金増減 通貨量増減

国庫対民間収支 ○ ○

国庫対日銀収支 ○ ×

国庫内振替収支 × ×
（注）○印は増減がある場合を，×印は増減がない場合を示す。
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２．平成30年度における「窓口収支」の動き

⑴　収支の概要

　財政資金対民間収支の動きは，予算や財政投融
資の執行状況等を反映することはもとより，同時
にその時の景気の動向など種々の要因にも影響さ
れる。
　平成30年度の財政資金対民間収支（窓口収支）
は第１表のとおり，総収支尻は88兆5,582億円の
受取超過であり，前年度の98兆2,107億円の受取
超過から９兆6,525億円受取超過幅が縮小した。
　これは，国庫短期証券等の受取超過幅の縮小が
大きかったこと等による。
　これを区分別にみると，一般会計の収支尻は，
租税が60兆9,522億円の受取超過となり，前年度
の58兆5,074億円の受取超過に比べ，受取超過幅
が拡大したこと等により，前年度の2,455億円の
支払超過から３兆5,568億円の受取超過に転じた。
　特別会計等の収支尻は，財政投融資の受取超過
幅が拡大したこと等により，21兆9,258億円の支
払超過となり，前年度の22兆4,481億円の支払超
過に比べ，5,223億円支払超過幅が縮小した。
　国債等は79兆7,714億円の受取超過となり，前
年度の77兆1,690億円の受取超過に比べ，２兆6,024
億円受取超過幅が拡大した。
　国庫短期証券等は27兆6,956億円の受取超過と
なり，前年度の43兆3,110億円の受取超過に比べ，
15兆6,154億円受取超過幅が縮小した。

⑵　年度中の動き

　平成30年度の財政資金対民間収支の年度中の動
きは，第１図のとおりであり，この動きを四半期
毎にみると，以下のとおりである（第２表参照）。
イ．第１・四半期
　�　一般会計は１兆4,348億円の支払超過となり，
前年同期１兆8,321億円の支払超過に比べ，3,974
億円支払超過幅が縮小した。

　�　特別会計等は10兆6,291億円の支払超過とな
り，前年同期11兆5,911億円の支払超過に比べ，
9,620億円支払超過幅が縮小した。

　�　国債等は20兆8,692億円の受取超過となり，
前年同期19兆26億円の受取超過に比べ，１兆
8,666億円受取超過幅が拡大した。

⑶　「窓口収支」と「実質収支」とは

　財政資金対民間収支（対民収支）の会計等内訳
には，窓口収支によるものと実質収支によるもの
とがある。窓口収支とは各会計等と民間との直接
の受払いによる収支のみをとらえたものである。
これに対し実質収支とは，窓口収支に国庫内振替
収支（国庫内部における資金の受払い）を加えた
ものであり，これにより各会計等の実質的な収支
内容が明らかになる。
　すでに述べたように，国庫内振替収支は全体と
しては政府預金の増減を生じないので，窓口収支
と実質収支は総収支尻においては常に等しくなる
が，その内訳となる会計毎の収支をみると，差異
が発生している。例えば「一般会計」について
は，資金調達を含めた窓口収支では常に大幅な受
取超過となるが，これは一般会計から特別会計へ
の資金の繰入れ等が，窓口収支には表れてこない
ことによる。
　以上のように，窓口収支では，各会計・機関毎
の収支の実態を十分につかめないという問題があ
るものの，窓口収支には，日々の収支実績が翌日
には判明するという速報性や民間との結びつきと
いう直接性において非常にすぐれた面がある。金
融的観点から分析する上においては，収支の総量
とその収支尻が問題であり，国庫と民間との間の
資金の受払いを示した窓口収支がむしろ適してい
るといえる。また，対民収支の推移を分析する上
において，窓口収支でも，これを過去の収支波動
と対照し，対民収支の推移と関連づけてみること
によって，ある程度実態的判断をすることが可能
になる。
　他方，対民収支がどのように動いているかを知
るには，結局実質収支に頼るところが大きいとも
いえる。財政の動きを実体的に理解し，それを将
来の対民収支動向の把握や政策の運営に役立てよ
うとするならば，そこにはどうしても実質収支的
分析が必要となってくるからである。
　しかしながら，実質収支については，一般会計
のほか13特別会計と１公庫についてそれら相互間
の収支を毎日把握して分析していくのは事実上困
難であるという弱点がある。
　対民収支を利用するにあたっては，このような
窓口収支と実質収支の特徴を十分知った上で，利
用する必要がある。
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１兆5,791億円受取超過幅が拡大した。
　�　特別会計等は７兆8,830億円の支払超過とな
り，前年同期８兆142億円の支払超過に比べ，
1,312億円支払超過幅が縮小した。

　�　国債等は21兆56億円の受取超過となり，前年
同期18兆9,805億円の受取超過に比べ，２兆251
億円受取超過幅が拡大した。

　�　国庫短期証券等は５兆7,105億円の受取超過
となり，前年同期12兆6,259億円の受取超過に
比べ，６兆9,154億円受取超過幅が縮小した。

　�　以上により，総収支尻は21兆2,154億円の受
取超過となり，前年同期24兆8,967億円の受取
超過に比べ，３兆6,813億円受取超過幅が縮小
した。

ニ．第４・四半期
　�　一般会計は前年同期の１兆777億円の支払超
過から431億円の受取超過に転じた。

　�　特別会計等は２兆6,035億円の支払超過とな
り，前年同期２兆1,592億円の支払超過に比べ，
4,442億円支払超過幅が拡大した。

　�　国債等は18兆5,906億円の受取超過となり，
前年同期19兆9,176億円の受取超過に比べ，
１兆3,269億円受取超過幅が縮小した。

　�　国庫短期証券等は４兆9,314億円の受取超過
となり，前年同期７兆3,907億円の受取超過に
比べ，２兆4,593億円受取超過幅が縮小した。

　�　以上により，総収支尻は20兆9,740億円の受
取超過となり，前年同期24兆1,291億円の受取
超過に比べ，３兆1,551億円受取超過幅が縮小
した。

３．平成30年度における「実質収支」の動き

　平成30年度の各会計等の実質収支及び対前年度
比較は，第３表，第４表のとおりであり，主な会
計等についての実質収支の具体的内容は，以下の
とおりである。
イ．一般会計
　�　平成30年度における実質収支は，32兆7,466
億円の支払超過となり，前年度の34兆4,317億
円の支払超過に比べ，１兆6,851億円支払超過
幅が縮小した。

　�　さらに，資金調達・返済を含めたところでの
一般会計の実質収支は，259億円の支払超過と
なり，前年度の8,322億円の支払超過に比べ，
8,063億円支払超過幅が縮小した（第５表参照）。

ロ．特別会計等

　�　国庫短期証券等は９兆7,038億円の受取超過
となり，前年同期13兆3,727億円の受取超過に
比べ，３兆6,689億円受取超過幅が縮小した。

　�　以上により，総収支尻は17兆9,717億円の受
取超過となり，前年同期18兆9,883億円の受取
超過に比べ，１兆166億円受取超過幅が縮小し
た。

ロ．第２・四半期
　�　一般会計は２兆2,451億円の受取超過となり，
前年同期１兆5,401億円の受取超過に比べ，7,050
億円受取超過幅が拡大した。

　�　特別会計等は8,102億円の支払超過となり，
前年同期6,836億円の支払超過に比べ，1,266億
円支払超過幅が拡大した。

　�　国債等は19兆3,060億円の受取超過となり，
前年同期19兆2,683億円の受取超過に比べ，377
億円受取超過幅が拡大した。

　�　国庫短期証券等は７兆3,499億円の受取超過
となり，前年同期９兆9,217億円の受取超過に
比べ，２兆5,718億円受取超過幅が縮小した。

　�　以上により，総収支尻は28兆3,971億円の受
取超過となり，前年同期30兆1,966億円の受取
超過に比べ，１兆7,995億円受取超過幅が縮小
した。

ハ．第３・四半期
　�　一般会計は２兆7,034億円の受取超過となり，
前年同期１兆1,243億円の受取超過に比べ，

第１表　平成30年度財政資金対民間収支（窓口収支）
（△は支払超過，単位 億円）

区　　　　分 30年度
A

29年度
B

比　較
A－B

一 　 般 　 会 　 計 35, 568 △2, 455 38, 023

うち 租 税 609, 522 585, 074 24, 448

社 会 保 障 費 △187, 029 △198, 478 11, 450

そ の 他 支 払 △118, 002 △117, 301 △702

特 別 会 計 等 △219, 258 △224, 481 5, 223

うち 財 政 投 融 資 42, 236 28, 143 14, 093

外 国為替資金 △5, 560 △1, 264 △4, 295

保 険 △130, 706 △113, 925 △16, 781

小 計 △183, 690 △226, 936 43, 246

国 債 等 797, 714 771, 690 26, 024

国 庫 短 期 証 券 等 276, 956 433, 110 △156, 154

合 計 890, 980 977, 864 △86, 885

調 整 項 目 △5, 398 4, 243 △9, 641

総 計 885, 582 982, 107 △96, 525

 （注）一般会計は交付税及び譲与税配付金特別会計を含む。
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第１図　財政資金対民間収支（窓口収支）の年度中の動き
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銀券の発行超は資金不足要因となり，逆に還収
超は資金余剰要因となる。（注）

ロ．国庫対民間取引（財政資金）
　�　財政資金の支払超過は，国庫の資金が金融市
場へ流出し，金融市場の資金を増加させること
を意味する。したがって，財政資金の支払超過
は資金余剰要因，逆に受取超過は資金不足要因
である。

ハ．日銀対民間取引（その他）
　�　イ及びロの要因のほか，日銀と民間との間で
行われる取引のうちで金融市場における資金の
増減に影響を及ぼすものがあり，資金需給実績
ではそれらを「その他」に計上している（例え
ば，外国中央銀行等からの海外預り金残高の増
減や日銀信用の利息収支等）。

　�　日銀が民間に対して支払う金額が受け取る金
額を上回ることは，日銀の資金が金融市場の資
金を増加させることを意味するため資金余剰要
因，逆は資金不足要因である。

（注）貨幣について
　現金需要は日銀券のほか貨幣に対する需要も含まれるが，貨幣
については日銀対民間取引として「その他」に計上される。基本
的には日銀券と同様に，貨幣の流通は資金不足要因であり，回収
は余剰要因であるが，日銀券との引換えで貨幣が受払いされる場
合は，同額の日銀券の発行・還収と相殺され，金融市場の資金は
変化しない。

⑶　資金需給実績

　平成30年度における「日銀券」は，３兆5,585
億円の発行超となり，前年度の４兆1,999億円の
発行超に比べ，6,414億円発行超幅が縮小した。
また，「日銀券」の平均発行残高の伸び率は，前
年度比3.7％（前年度4.5％）となった。
　一方，「財政資金」は，88兆5,582億円の受取超
過となり，前年度の98兆2,107億円の受取超過に
比べ，９兆6,525億円受取超過幅が縮小した。
　また，日銀対民間取引を示す「その他」は，
７兆1,089億円の受取超過となり，前年度の７兆
6,188億円の受取超過に比べ，5,099億円受取超過
幅が縮小した。
　この結果，年度中の資金需給は99兆2,256億円
の資金不足となった（前年度110兆294億円の資金
不足）。

⑷　金融調節

　日銀は，資金供給及び吸収のために，以下のよ

　�　平成30年度における実質収支は，18兆8,367
億円の受取超過となり，前年度の15兆4,267億
円の受取超過に比べ，３兆4,100億円受取超過
幅が拡大した。

　イ　財政投融資
　　�　３兆6,571億円の受取超過であり，窓口収

支の受取超過幅が拡大したこと等により，前
年度の１兆6,041億円の受取超過に比べ，
２兆530億円受取超過幅が拡大した。

　ロ　外国為替資金
　　�　１兆2,502億円の支払超過であり，国庫内

振替収支の支払超過幅が縮小したこと等によ
り，前年度の１兆8,218億円の支払超過に比
べ，5,717億円支払超過幅が縮小した。

４．資金需給実績と金融調節

⑴　資金需給実績の見方

　資金需給実績とは，金融市場における資金の過
不足の状態と，これを調節する日銀信用等の増減
を日銀諸勘定残高の増減から計数的に明らかにし
た統計である。
　平成30年度の資金需給実績は第６表のとおりで
あるが，表の資金過不足の欄をはさみ，上段部分
は金融市場の資金の増減要因を示しており，それ
らの要因を加減し，最終的な資金過不足の額を資
金過不足の欄に計上している。下段部分ではその
過不足に対し，日銀がどのような調節を行ったか
を示している。

⑵　資金過不足要因

　金融市場の資金は次の３要因により増減し，そ
の過不足額は各要因の額を加減して決定される。
資金過不足要因の符号は，金融市場に対し資金余
剰をもたらすものをプラス，資金不足をもたらす
ものをマイナスとして表している。
イ．実体経済における現金需要（日銀券）
　�　個人及び企業等に現金需要が発生した場合，
金融市場の資金は個人及び企業等が市中金融機
関に保有する預金の払戻を通じ実体経済に流出
する。したがって，実体経済における現金需要
の増加は金融市場の資金の減少に繋がり，資金
不足要因となり，そのほとんどが資金需給実績
の日銀券の発行超により示される。すなわち日
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貸付利率については，金利入札方式及び固定金
利方式がある。

　�　金利入札方式は，貸付利率を入札に付してコ
ンベンショナル方式により決定する方式であ
り，貸付期間は１年以内となっている。

　�　固定金利方式は，貸付日における誘導目標金
利（無担保コールレート（オーバーナイト
物））を貸付利率とする固定金利方式であり，
貸付期間は10年以内となっている。

　�　なお，固定金利方式の貸付利率については，
貸付日における誘導目標金利とすることを原則
としているが，平成29年１月より，当分の間，
年０％とすることとなり，現在もこれを継続し
ている。

ホ．CP買現先オペ
　�　日銀が担保として適格としているコマーシャ
ル・ペーパー（CP）等を，売戻し条件を付し
て買入れる資金供給オペレーションである。買
入にあたっては，買入日の翌日から起算して
３ヶ月以内の確定日に売戻しを行う旨の条件を
付する。

ヘ．手形売出オペ
　�　日銀が振り出す満期３ヶ月以内の手形を入札
によって売却する資金吸収オペレーションであ
る。

ト．CP及び社債等買入

うなオペレーション手段を有しており，金融政策
決定会合で決定する方針に沿った金融調節を行う
よう，状況に応じて使い分けている。
イ．国債買入オペ
　�　利付国債を入札によって買入れる資金供給オ
ペレーションである。

ロ．国庫短期証券売買オペ
　�　国庫短期証券を入札によって買入れる（売却
する）資金供給（吸収）オペレーションであ
る。

ハ．国債現先オペ
　�　国債買現先オペは，利付国債や国庫短期証券
を予め定めた期日（１年以内）に売戻す条件を
付して買入れ，これを上記の期日に，買入価格
に期間利回りによる金利相当額を加えた金額で
買入先に売戻すオペレーションである。

　�　国債売現先オペは，利付国債や国庫短期証券
を予め定めた期日（６ヶ月以内）に買い戻す条
件を付して売却し，これを上記の期日に，売却
価格に期間利回りによる金利相当額を加えた金
額で売却先から買い戻すオペレーションであ
る。

ニ．共通担保資金供給オペ
　�　金融機関等から日銀に差し入れられた共通担
保を裏付けとして，対象先である金融機関等に
対して資金を貸付けるオペレーションであり，

第２表　平　成　30　年　度　中　の 窓　口　収　支　の　動　き
（△は支払超過，単位 億円）

区　　　　分
第１・四半期 第２・四半期 第３・四半期 第４・四半期 年　度　間　計

30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比

一 　 般 　 会 　 計 △14, 348 △18, 321 3, 974 22, 451 15, 401 7, 050 27, 034 11, 243 15, 791 431 △10, 777 11, 208 35, 568 △2, 455 38, 023

うち 租 税 176, 762 167, 893 8, 869 140, 701 134, 806 5, 895 161, 540 153, 055 8, 486 130, 519 129, 321 1, 198 609, 522 585, 074 24, 448

社 会 保 障 費 △62, 188 △56, 448 △5, 740 △43, 727 △43, 603 △123 △40, 292 △47, 341 7, 049 △40, 822 △51, 085 10, 263 △187, 029 △198, 478 11, 450

そ の 他 支 払 △34, 869 △33, 616 △1, 253 △20, 999 △21, 017 18 △29, 789 △29, 758 △31 △32, 345 △32, 909 564 △118, 002 △117, 301 △702

特 別 会 計 等 △106, 291 △115, 911 9, 620 △8, 102 △6, 836 △1, 266 △78, 830 △80, 142 1, 312 △26, 035 △21, 592 △4, 442 △219, 258 △224, 481 5, 223

うち 財 政 投 融 資 △4, 511 △13, 808 9, 296 31, 179 30, 510 669 4, 988 5, 667 △680 10, 581 5, 773 4, 807 42, 236 28, 143 14, 093

外 国 為替資金 △2, 952 △5, 395 2, 444 △2, 632 347 △2, 979 10, 949 7, 491 3, 457 △10, 925 △3, 708 △7, 217 △5, 560 △1, 264 △4, 295

保 険 △73, 623 △64, 944 △8, 679 5, 310 6, 158 △848 △72, 494 △69, 808 △2, 686 10, 101 14, 668 △4, 568 △130, 706 △113, 925 △16, 781

小 計 △120, 639 △134, 232 13, 593 14, 349 8, 565 5, 784 △51, 796 △68, 899 17, 103 △25, 604 △32, 370 6, 766 △183, 690 △226, 936 43, 246

国 債 等 208, 692 190, 026 18, 666 193, 060 192, 683 377 210, 056 189, 805 20, 251 185, 906 199, 176 △13, 269 797, 714 771, 690 26, 024

国 庫 短 期 証 券 等 97, 038 133, 727 △36, 689 73, 499 99, 217 △25, 718 57, 105 126, 259 △69, 154 49, 314 73, 907 △24, 593 276, 956 433, 110 △156, 154

合 計 185, 091 189, 521 △4, 430 280, 908 300, 465 △19, 557 215, 365 247, 166 △31, 801 209, 616 240, 713 △31, 096 890, 980 977, 864 △86, 885

調 整 項 目 △5, 374 362 △5, 736 3, 063 1, 501 1, 562 △3, 211 1, 801 △5, 012 124 578 △455 △5, 398 4, 243 △9, 641

総 計 179, 717 189, 883 △10, 166 283, 971 301, 966 △17, 995 212, 154 248, 967 △36, 813 209, 740 241, 291 △31, 551 885, 582 982, 107 △96, 525

　（注）一般会計は交付税及び譲与税配付金特別会計を含む。
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利率は年０％であり，貸付受付期間は令和２年
４月30日までである。

ル．貸出支援基金
　�　物価の安定を図ることを通じて国民経済の健
全な発展に資する観点から，金融緩和効果を一
段と浸透させるための措置として，バランス
シート上に基金を創設し，わが国経済の成長基
盤強化及び貸出増加に向けた民間金融機関によ
る取り組みを支援するため，適格担保を担保と
する資金供給を実施するものである。

ヲ．国債補完供給
　�　金融調節の一層の円滑化を図るとともに，国
債及び資金決済の円滑確保にも資するとの観点
から，日銀が保有する利付国債及び国庫短期証
券のうち日銀が適当と認める銘柄を，市場参加
者に対して，一時的かつ補完的に供給すること
を目的として行う国債の買戻条件付売却を実施
するものである。

ワ．補完貸付制度
　�　日銀が金融機関等からの借入申込みを受け，
差入れられた担保の範囲内で，原則として基準
貸付利率により，翌営業日を返済期限として受
動的に実行する貸付である。

（参考）当座預金
　当座預金とは，市中金融機関等が日銀に対して保有している
当座預金のことであり，その残高は超過準備も含めた準備預金

　�　日銀が担保として適格としているCP及び社
債等を買入れる資金供給オペレーションである。

チ．指数連動型上場投資信託受益権等買入等
　�　金融調節の一層の円滑化を図る趣旨から，指
数連動型上場投資信託受益権及び不動産投資法
人投資口の買入れ等を実施するものである。

リ�．被災地金融機関を支援するための資金供給オ
ペ

　�　東日本大震災にかかる被災地の金融機関を対
象に，適切な金融調節の実施を通じて，今後予
想される復旧・復興に向けた資金需要への初期
対応を支援する観点から，適格担保を担保とし
て，日銀が定める限度額の範囲内で，固定金利
方式により資金を貸付ける資金供給オペレー
ションである。貸付期間は１年以内，貸付利率
は年0.1％であり，貸付受付期間は令和２年４
月30日までである。

ヌ�．平成28年熊本地震にかかる被災地金融機関を
支援するための資金供給オペ

　�　平成28年熊本地震にかかる被災地の金融機関
を対象に，適切な金融調節の実施を通じて，今
後予想される復旧・復興に向けた資金需要への
初期対応を支援する観点から，適格担保を担保
として，日銀が定める限度額の範囲内で，固定
金利方式により資金を貸付ける資金供給オペ
レーションである。貸付期間は１年以内，貸付

第２表　平　成　30　年　度　中　の 窓　口　収　支　の　動　き
（△は支払超過，単位 億円）

区　　　　分
第１・四半期 第２・四半期 第３・四半期 第４・四半期 年　度　間　計

30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比 30年度 29年度 前年度比

一 　 般 　 会 　 計 △14, 348 △18, 321 3, 974 22, 451 15, 401 7, 050 27, 034 11, 243 15, 791 431 △10, 777 11, 208 35, 568 △2, 455 38, 023

うち 租 税 176, 762 167, 893 8, 869 140, 701 134, 806 5, 895 161, 540 153, 055 8, 486 130, 519 129, 321 1, 198 609, 522 585, 074 24, 448

社 会 保 障 費 △62, 188 △56, 448 △5, 740 △43, 727 △43, 603 △123 △40, 292 △47, 341 7, 049 △40, 822 △51, 085 10, 263 △187, 029 △198, 478 11, 450

そ の 他 支 払 △34, 869 △33, 616 △1, 253 △20, 999 △21, 017 18 △29, 789 △29, 758 △31 △32, 345 △32, 909 564 △118, 002 △117, 301 △702

特 別 会 計 等 △106, 291 △115, 911 9, 620 △8, 102 △6, 836 △1, 266 △78, 830 △80, 142 1, 312 △26, 035 △21, 592 △4, 442 △219, 258 △224, 481 5, 223

うち 財 政 投 融 資 △4, 511 △13, 808 9, 296 31, 179 30, 510 669 4, 988 5, 667 △680 10, 581 5, 773 4, 807 42, 236 28, 143 14, 093

外 国 為替資金 △2, 952 △5, 395 2, 444 △2, 632 347 △2, 979 10, 949 7, 491 3, 457 △10, 925 △3, 708 △7, 217 △5, 560 △1, 264 △4, 295

保 険 △73, 623 △64, 944 △8, 679 5, 310 6, 158 △848 △72, 494 △69, 808 △2, 686 10, 101 14, 668 △4, 568 △130, 706 △113, 925 △16, 781

小 計 △120, 639 △134, 232 13, 593 14, 349 8, 565 5, 784 △51, 796 △68, 899 17, 103 △25, 604 △32, 370 6, 766 △183, 690 △226, 936 43, 246

国 債 等 208, 692 190, 026 18, 666 193, 060 192, 683 377 210, 056 189, 805 20, 251 185, 906 199, 176 △13, 269 797, 714 771, 690 26, 024

国 庫 短 期 証 券 等 97, 038 133, 727 △36, 689 73, 499 99, 217 △25, 718 57, 105 126, 259 △69, 154 49, 314 73, 907 △24, 593 276, 956 433, 110 △156, 154

合 計 185, 091 189, 521 △4, 430 280, 908 300, 465 △19, 557 215, 365 247, 166 △31, 801 209, 616 240, 713 △31, 096 890, 980 977, 864 △86, 885

調 整 項 目 △5, 374 362 △5, 736 3, 063 1, 501 1, 562 △3, 211 1, 801 △5, 012 124 578 △455 △5, 398 4, 243 △9, 641

総 計 179, 717 189, 883 △10, 166 283, 971 301, 966 △17, 995 212, 154 248, 967 △36, 813 209, 740 241, 291 △31, 551 885, 582 982, 107 △96, 525

　（注）一般会計は交付税及び譲与税配付金特別会計を含む。
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第６表　平成30年度 資金需給実績
（単位 億円）

区　　　　分 30年度
A

29年度
B

前年度比
A－B

日 銀 券 △35, 585 △41, 999 6, 414
財 政 資 金 △885, 582 △982, 107 96, 525
そ の 他 △71, 089 △76, 188 5, 099
資 金 過 不 足 △992, 256 △1, 100, 294 108, 038
日 銀 信 用 1, 148, 714 1, 455, 118 △306, 404
国 債 買 入 875, 170 962, 303 △87, 133
国庫短期証券買入 203, 231 383, 362 △180, 131
国庫短期証券売却 － － －
国 債 買 現 先 － － －
国 債 売 現 先 － 10, 016 △10, 016
共通担保資金供給�
（本 店 買 入） － － －

共通担保資金供給�
（全 店 買 入） 3, 083 △3, 648 6, 731

Ｃ Ｐ 買 現 先 － － －
手 形 売 出 － － －
ＣＰおよび社債等買入 △52 △82 30
指数連動型上場投資信託
受 益 権 等 買 入 等 58, 917 60, 922 △2, 005

被災地金融機関�
支 援 資 金 供 給 36 △51 87

熊本地震被災地金融機関
支 援 資 金 供 給 1, 891 △279 2, 170

貸 出 － － －
国 債 補 完 供 給 1, 205 21, 124 △19, 919
成 長 基 盤 強 化�
支 援 資 金 供 給 △5, 357 4, 778 △10, 135

貸出増加支援資金供給 10, 590 16, 673 △6, 083
当 座 預 金 156, 458 354, 824 △198, 366

（注�）△印は，日銀券……発行超，財政資金・その他……受取超過，
資金過不足……不足，日銀信用……減少，当座預金……取崩し

第５表　一般会計収支尻内訳
（△は支払超過，単位 億円）

区　　　　分 30年度
A

29年度
B

比　較
A－B

前々年度剰余金の使用（△） △634 △556 △78

前年度剰余金の使用（△） △9, 496 △3, 743 △5, 753

歳 入 増 加・減 少（△） △1, 762 △2, 678 916

収 入 の ズ レ（出納整理） △2, 385 △9, 944 7, 560

支 出 の ズ レ（　 〃 　） △4, 020 7, 780 △11, 799

歳 出 繰 越 の 増 減 7, 797 △4, 420 12, 216

歳 出 不 用 16, 037 14, 358 1, 679

そ の 他 △325, 612 △338, 965 13, 352

小 計 △320, 075 △338, 167 18, 093

対 日 銀 収 支 の 調 整 △7, 391 △6, 150 △1, 241

合 計 △327, 466 △344, 317 16, 851

資 金 調 達 ・ 返 済 327, 207 335, 995 △8, 788

総 計 △259 △8, 322 8, 063

 （注）一般会計は交付税及び譲与税配付金特別会計を含む。

第３表　平成30年度 財政資金対民間収支（実質収支）
（△は支払超過，単位 億円）

区　　　　分 窓口収支 国 庫 内
振替収支

計
（実質収支）

一 般 会 計 35, 568 △363, 034 △327, 466

財 政 投 融 資 42, 236 △5, 665 36, 571

外 国 為 替 資 金 △5, 560 △6, 942 △12, 502

保 険 △130, 706 131, 480 773

そ の 他 △125, 228 288, 752 163, 524

国 債 等 797, 714 △38, 803 758, 911

国 庫 短 期 証 券 等 276, 956 △5, 788 271, 168

合 計 890, 980 － 890, 980

調 整 項 目 △5, 398 － △5, 398

総 計 885, 582 － 885, 582

 （注）一般会計は交付税及び譲与税配付金特別会計を含む。

第４表　実質収支の対前年度比較
（△は支払超過，単位 億円）

区　　　　分 30年度
A

29年度
B

比　較
A－B

一 般 会 計 △327, 466 △344, 317 16, 851

財 政 投 融 資 36, 571 16, 041 20, 530

外 国 為 替 資 金 △12, 502 △18, 218 5, 717

保 険 773 △1, 184 1, 957

そ の 他 163, 524 157, 628 5, 896

国 債 等 758, 911 737, 133 21, 778

国庫短期証券等 271, 168 430, 782 △159, 614

合 計 890, 980 977, 864 △86, 885

調 整 項 目 △5, 398 4, 243 △9, 641

総 計 885, 582 982, 107 △96, 525

 （注）一般会計は交付税及び譲与税配付金特別会計を含む。
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残高及び準備預金制度非適用先当座預金残高である。資金需給
実績では，その積み増し超，または取崩し超（△）が計上される。
なお，準備預金制度とは，市中金融機関に対して，その預金等
の債務の一定割合（預金準備率）相当額を支払準備として無利
子で日銀に強制的に預入れさせる制度である。各金融機関は，
毎月16日から翌月15日の間に所要の平均残高を積み上げなけれ
ばならないという制約はあるものの，弾力的に運用することが
できるため，資金不足時には準備預金を取り崩し，資金余剰時
には積み上げることになる。また，非適用先当座預金とは，準
備預金制度が適用されない証券会社，短資会社等の預金をいう。

⑸　資金需給の変動の特徴

　資金過不足の主要因である日銀券，財政収支の
年度間を通じた動きをみると，各々，月により一
定の変動パターンを示し，したがって資金過不足
も一定の変動パターンを示している（統計32参
照）。また，月中の動きにも一定のパターンがあ
る。すなわち月初日には日銀券還流により資金余
剰，２日目には法人税等の租税の収納により資金
不足，24～25日には民間の給与支払による日銀券
発行超により資金不足といった動きとなるのが一
般的である。

５．国庫金の効率的な管理

　国庫金は，その受払いの時期が様々であるた
め，国庫収支は時期によって資金不足や資金余剰
が生じるが，財務省としては，国庫収支の過不足
の調整を行い，国庫余裕金（国内指定預金（一般
口））の残高を抑制する等，国庫金の効率的な管
理に努めているところである。具体的には，平成
17年度からは下記イの施策を，平成18年度からは
下記ロの施策を，また平成19年度からは下記ハか
らホの施策を実施している。
イ�．受入と支払のタイミングのズレを小さくする
取組み

　�　普通交付税の交付等の大口の支払日を租税・
年金保険料の受入日に合わせる等により，国庫
金の受入と支払のタイミングのズレそのものを
小さくする（第２図参照）。

　イ�　普通交付税（４月，６月，９月及び11月に
交付）について，交付日を原則月末から２営
業日目（租税・年金保険料の受入日）とする。

　ロ�　個人向け国債（１月，４月，７月及び10月
の原則10日発行）及び２年物国債（毎月原則
20日発行）について，発行日を原則15日（偶
数月は年金支給日に該当）とする。

　ハ�　各行政機関に対し，支払日が法定されてい
ない歳出金等について，支払日を原則月末か

ら２営業日目（租税・年金保険料の受入日）
とするよう要請する。

　�　なお，本施策の実施に伴い，毎月２営業日目
に公表している「財政資金対民間収支」におい
て，平成18年４月公表分から，財政活動により
生ずる国と民間との間の主な受払日を掲載して
いる。

ロ�．短期間の国庫余裕金の繰替使用と償還期間
２ヶ月程度の政府短期証券の発行を併用した取
組み

　�　従来，３ヶ月物の政府短期証券（FB）の発
行により行ってきた特別会計等との資金繰りの
一部について，短期間の国庫余裕金の繰替使用
と償還期間２ヶ月程度のFBの発行を併用する
ことにより，国庫余裕金（政府預金）残高及び
３ヶ月物のFBの発行額の一層の縮減を図る
（第３図参照）。
　�　この２ヶ月程度のFBについては，財政の支
払超過となる日を発行日，財政の受取超過とな
る日を償還日とし，年間を通じて適宜発行する。

ハ．年度を越える国庫余裕金の繰替使用
　�　特別会計に関する法律（平成19年４月１日施
行）等において，FBを発行する資金に対し，
年度を越える国庫余裕金の繰替使用が可能とな
る措置を盛り込んでいる（第４図参照）。

ニ�．国庫金の外国送金に伴う外貨調達コストを削
減する取組み

　�　国庫金について外国送金する米ドル・ユーロ
を外国為替資金から両替手数料なしで調達し，
両替手数料分のコストを削減する取組みを実施
している（第５図参照）。

　　※�米ドルは平成19年４月以降，ユーロは平成
26年10月以降実施。

ホ�．国庫内引受FBの機動的な発行及び償還につ
いての取組み

　�　現金が不足する期間について，よりきめ細か
い資金繰りを行うため，２ヶ月程度のFBより
も償還期間が短いFBを国庫内引受により発行
し，政府預金残高が過大とならないように努め
ている。
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第２図　国庫金の受払日のズレの調整

・　普通交付税の交付日を租税・年金保険料の受入日とする。
・　個人向け国債及び２年物国債の発行日を年金支給日とする。
・　各行政機関に対し，支払日が法定されていない歳出金等について，支払日を租税・年金保険料の受
入日とするよう要請する。
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受入から支払までの間，国庫余裕金が発生 支払日を受入日に合わせることにより，
国庫余裕金残高を圧縮

受と払を実質的に相殺し，
国庫金の収支を中立化
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第３図　国庫余裕金の繰替使用と２ヶ月程度の政府短期証券（FB）の併用

・　短期間の国庫余裕金の繰替使用（現金不足の特会等への無利子融通）と２ヶ月程度のFBの発行を
併用することにより，３ヶ月物FBの発行額を縮減するとともに国庫余裕金残高を圧縮する。
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２ヶ月物政府短期証券との併用により，
短期間の国庫余裕金の繰替使用を行い，
国庫余裕金残高を圧縮
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第４図　年度を越える国庫余裕金の繰替使用

・　FBを発行する資金について，年度を越える国庫余裕金の繰替使用を可能とする（特別会計に関す
る法律（平成19年４月施行）等で措置）。

【施策実施前】 【施策実施後】
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国庫余裕金の繰替使用を年度内に償還しなけれ
ばならないため，４月初に国庫余裕金が発生

年度を越えて繰替使用を実施することにより，
国庫余裕金残高を圧縮
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第５図　外国送金に関する施策のイメージ図
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